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第46期第７回常任幹事会 報告 

日時 2016年10月27日(木)13：30～ 

会場 東京労働会館５階地評会議室 

出欠：竹崎、井手口、丸山、岡村、椎橋、福井、西川、寺川、相川、阿久津、石上、 

小形、深沢、西銘、星、佐藤、杉山、伊藤、植松、國米、中村、佐田、酒井、水上、 

坂本、平間、吉野、岡本、森松、前沢  21/31（下線は欠席）議長：相川次長 

 ※福保労東京地本は任務変更のため、佐々木さんから國米さんに変更になりました。 

 ※東商連は任務変更のため、斉藤さんから佐藤さんに変更になりました。 

13：30～14：00 年金一揆の報告  岡村年金者組合都本部書記長 

14：00～16：00 第７回常任幹事会 

【会長あいさつ】今日はさわやかな秋空で大変気持ちがいいです。先日、新潟知事選

挙で勝利し、原発再稼働阻止で一歩前進するかと喜んだところですが、その後の衆議院補

選で、大幅に負けたという感じです。本当に共同の候補といえたのか疑問です。アメリカ

大統領選挙も間近ら迫りました。アメリカのＴＰＰへの態度がどうなるか。大統領選挙の

前に何が何でも通そうと安倍さんは考えているようです。社保協運動は一喜一憂せず、地

に足を付けて運動をすすめなくてはいけません。風邪にも気を付けてがんばって行きまし

ょう。 

１、報告  

※以下の報告を受け、確認しました。 

１、活動報告 

10月 

１日(土)13：30～ 介護フォーラム 

３日(月)13：30～ 生存権裁判を支える東京連絡会第８回幹事会 

    18：00～ 中央社保協第２回代表委員会 

５日(水)12：00～ 第１９２臨時国会開会日行動 

６日～８日（木～土） 第４４回中央社保学校（高知） 

 ６日(木)14：00～ 医療介護福祉を実現する実行委員会 

 ６日～11日（木～火） 都議会常任委員会 

１１日(火)12：00～ 消費税廃止東京連絡会大塚駅前宣伝 

     13：45～ 消費税廃止東京連絡会事務局会議 

１２日(水)13：00～ 中央社保協第２回運営委員会 

１３日(木)10：00～ 第１１回東京自治研基調報告起草委員会 

     18：30～ 中野社保協２０１６年度総会 

１４日(金)12：30～ 2016年金一揆 

１５日(土)12：00～ ＴＰＰを批准させない中央行動 
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１６日(日)10：00～ 第４５回東京社保学校 

１７日(月)18：30～ 第１１回東京自治研第５回実行委員会 

１８～１９日（火・水） 国会前座り込み行動 

１９日(水)12：00～ 国会行動 

     18：30～ 戦争させない・９条壊すな！総がかり行動 

18：30～ 介護をよくする東京の会事務局会議 

２０日(木)13：00～ 憲法・いのち・社会保障まもる10.20国民集会 

２１日(金)13：30～ 都民連第２回世話人会 

２２日(土)13：30～ 生存権裁判を支える東京連絡会第１０回総会 

２５日(火)17：30～ 中央社保協第３回代表委員会 

２７日(木)13：30～ 東京社保協第７回常任幹事会 

 

２、中央社保協、地域社保協の取り組み 

（１）中央社保協  

①10月12日(水)13：00～ 第２回運営委員会 資料：３～８ 

②第44回中央社保学校 10月6日(木)～８日(土) 高知県 ３日間で340人参加 

  2017年開催の第45回中央社保学校は青森県開催 

（２）学習会講師、総会あいさつなど 

①10月13日(木)18：30～ 中野社保協2016年度総会…相川 

②10月16日(日)     東京私教連第76回大会…メッセージ 

③10月17日(月)18：30～ 山梨県社保協第21回総会…メッセージ 

④10月20日(木)18：30～ 新医協東京支部第55回総会…メッセージ 

⑤10月22日(土)12：30～ 茨城県社保協第17回総会…メッセージ 

 

３、共闘団体報告      

１）介護をよくする東京の会  

①事務局会議 10月19日(水) 18：30～   資料：９～16 

②介護フォーラム 10月１日(土) 13：30～  ラパスホール 

参加者：102人（8組織、議員・個人など） 

報告：品川区、国立市、稲城市から、総合事業の実施状況及び実態を報告し交流した。 

課題：今回は総合事業をすでに実施している所が中心だったが、引き続き、これから実 

   施する自治体も含め交流していくことになった。（１月21日の総会時にフォーラ 

ムかシンポを実施していくことで調整していく） 

③会として、都知事に対して介護要望を提出することを確認した。あわせて、都議会に対 

して、処遇改善で陳情していくことを確認した。（12議会提出、3月議会審議）そのため

に、11月22日（火）に、議会陳情・会派要請を実施する。（10時議会棟1階集合） 



20161027第７回常任幹事会 

- 3 - 

 

④11月6日（日）の介護全国学習交流集会（ＢＩＺ新宿）への参加を組織していく。 

⑤11月11日（金）介護・認知症なんでも電話相談について確認した。 

⑥次回事務局会議 11月10日(木)10：30～ 自治労連4階会議室 

２）消費税廃止東京各界連絡会  

①事務局団体会議 10月11日（火）13：45～民医連会議室  

②消費税新署名に取り組むことを確認した。 

③全国代表者会議を11月16日に開催予定。 

④次回事務局会議 11月15日（火）13：45～（民医連会議室）大塚駅宣伝行動12：00～ 

３）生存権裁判を支える東京連絡会 

①10月22日(土)13：30から生存権裁判を支える東京連絡会第10回総会を開催 

 佐藤代表委員（東京地評）の開会あいさつ、前田全国連絡会事務局長の連帯あいさつ、

渕上弁護士による生存権裁判の経過報告、元原告の紹介後、後藤道夫・都留文科大学名誉

教授を講師に「深刻化する貧困と社会危機」と題する学習会を行い、全世代に広がる貧困

の危機と社会保障制度の拡充の必要性を学びました。学習会終了後、寺川事務局長（東京

社保協）から議案、次期役員体制の提案、水上事務局（都生連）から会計報告を行い、討

論では、介護保険制度拡充を求める署名（介護をよくする東京の会、）、労働法制改悪の動

き（東京地評）、保護費過支給「変換」処分取り消し訴訟支援（都生連）、民医連手遅れ死

亡調査（東京民医連）の４つの訴え、報告が行われました。その後、役員体制を含めて全

体の拍手で確認されました。確認された方針は、当面、兵庫生存権裁判への支援の強化、

新たな違憲訴訟の原告組織化をすすめること、加盟団体拡大、財政の安定化などが確認さ

れました。次期体制には東京社保協からは、代表委員に竹崎会長、事務局長に寺川事務局

長が選出されました。総会・学習会への参加は62人でした。 

②兵庫生存権裁判最高裁要請 

日時 11月7日(月)10：00集合 

場所 最高裁判所西門前 

※最高裁要請に向けた新たな署名に取り組みます。社保協も協力します。 

③第１回幹事会は2017年１月24日(火)13：30～ 東京労働会館5階地評会議室 

４）都民連第２回世話人会  

①第２回世話人会 10月21日(金)13：30～ 資料：17～19 

②特別報告「2016年東京都議会第３回定例会のまとめ」大山とも子共産党都議団幹事長 

③都議会第４回定例会日程（予定） 

  開会日（本会議） 12月１日(木) 

  代表質問     12月７日(水) 

  一般質問     12月８日(木) 

  閉会（本会議）  12月15日(木) 

④都議会第４回定例会開会日行動 

  日時 12月1日(木) 12：15～12：45 
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  場所 東京都庁第１庁舎前歩道 

  主催 東京社保協、東京地評、都民連 

⑤第３回世話人会 11月18日(金) 14：00～ 東京労働会館5階地評会議室 

５）オリパラ都民の会  

①第33回運営委員会 10月７日(金)13：30～ 資料：20 

②第７回提言討論会（東京自治研プレ企画） 11月19日(土)13：00 エデュカス東京 

③小池百合子都知事へ申し入れを行います。（現在オリパラ準備局と調整中） 

情報公開、経費の積算根拠、選手村の後利用、海の森水上競技場見直し、組織委員会の

透明性、など 

④次回運営委員会 11月７日（月）13：30～  

６）都民生活要求大行動実行委員会 

①要請日11月14日（月）9：30～ ２庁ホール（東京都庁第２本庁舎１階） 

②第５回実行委員会（総括） 12月２日(金)10：00～ 東京労働会館５階会議室 

７）第11回東京地方自治研究集会 

①第6回基調報告起草委員会 10月31日(月)14：30～ 

②第6回実行委員会 11月16日(水)18：30～ 

③第11回東京地方自治研究集会 

日時 12月11日(日) 09：30～ 全体会 

            13：00～ 分科会 

  会場 明治大学リバティーホール 

④第7回実行委員会（総括） 12月14日(水)18：30～ 

 

４、第４５回東京社保学校の報告 

①日時 ２０１６年10月16日(日) 10：00～16：30  

②会場 けんせつプラザ東京 

③参加    

第45回・2016年10月16日(日) 24団体64人、30地域社保協069人、その他３人 合計136人 

第44回・2016年５月29日(日) 17団体49人、23地域社保協055人、その他４人 合計108人 

第43回・2015年７月20日(祝) 26団体82人、33地域社保協106人、その他14人 合計202人 

第42回・2014年７月19日(土) 18団体55人、29地域社保協085人、その他５人 合計146人 

第41回・2013年９月15日(日) 19団体37人、34地域社保協077人、その他８人 合計122人 

第40回・2013年５月11日(土) 15団体50人、33地域社保協086人、その他６人 合計142人 

第39回・2012年７月15日(日) 22団体86人、37地域社保協134人、その他８人、合計228人 

④決算報告 

 省略 

⑤感想など 

感想文提出49人   資料：21～31 
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５、会計報告   

省略 

 

２、協議事項 

※以下の情勢報告・課題について提起を受け、討議を経て承認しました。また、討議の

中で、「年少控除の廃止」について、子育て世帯の負担増になっている。保育料算定など

で「見なし控除」が縮小の傾向にあるなど実態の把握と社保協としての方針化の意見があ

り、自治労連、福保労などと協力して実態調査を行うことを確認しました。また、都議会

開会日行動をさらに大きく成功させるために参加者の組織を強めることも確認しました。 

１、情勢の特徴 

（１）衆院でＴＰＰ強行採決狙い、緊迫続く 

衆議院「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）特別委員会」で、自民・公明の与党は10月中の衆

議院通過を狙い、強行運営を繰り返しています。この間、政府・与党からは「強行採決」

に言及する暴言が続出しています。野党側が「28日の強行採決はしないという確約」には

ついに応じないまま、10月24日の特別委員会理事会で、25日の参考人質疑を行うことを一

方的に決定し、各党からの参考人推薦者を理事会終了後30分後までに出すように求めるな

ど異常な運営を押し付けようとしました。 

25日午後の理事会で、26日に北海道と宮崎県で地方公聴会を開催、27日午前に「農業」

と「食の安全」をテーマにした参考人質疑、午後に首相と関係閣僚が出席して総括的集中

質疑、28日午前に一般質疑を行うことで合意されました。このことで、政府与党は採決の

前提が整ったとして強行採決が狙われる可能性があり、最後まで、「強行するな」「審議を

尽くせ」の声を国会に届けることが重要です。 

（2）国民年金の資格短縮に関する法案の審議入り 

政府・厚生労働省は現在開会されている臨時国会で、資格取得までの保険料納付期間を

25年から10年に短縮するいわゆる「短縮法案」と物価が上がっても賃金が下がれば年金を

引き下げ、引き下げができなかった年の分は翌年以降に持ち越して引き下げができるマク

ロ経済スライド制の改悪を狙う「年金カット法案」を抱き合わせで成立させようとしてい

ましたが、野党、国民の批判から「短縮法案」を先行して「公的年金制度の財政基盤及び

最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律

案」として10月26日に衆議院で審議入りしました。 

しかし、10年に短縮されても、70歳まで任意納付しても10年に満たない無年金者が、な

お26万人にのぼります。 
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（３）安保法制（戦争法）が全面的運用段階に 

南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に派兵されている自衛隊の任務拡大が、安保法

制発動の第１号にされようとしています。 

政府は、集団的自衛権の行使をはじめ戦争法に必要な訓練を全面的に実施ていく考えを

表明しており、地球規模での米軍支援をめざす日米統合実働演習が10月30日から行われま

す。 

南スーダンへの派兵をはじめ、戦争法の発動を許さず、廃止を求めるたたかいをさらに

大きくする必要があります。憲法違反の戦争法の発動に反対し、廃止を求める運動への結

集を強めます。 

（４）「無料低額診療に係る調剤のあり方について」の要請  資料：32～33 

10月16日の第45回東京社保学校でも報告を受けた、「無料低額診療」制度に関して、現

在保険調剤薬局は、対象外になるため、無料（低額）で受診できた患者も調剤処方を受け

た場合、薬局（院外薬局の場合）では通常の窓口負担が発生してしまいます。 

「大都市民生主管局長会議」（東京都と政令市の福祉・子ども部門の局長、平成28年度

は静岡市が担当）は、平成29年度の予算編成にあたり、「無料低額診療により受診された

方の保険調剤薬局での自己負担については、国が進めてきた医薬分業に起因するものであ

り、早期に社会福祉法に基づく第2種社会福祉事業としての位置づけが明確になることが

望ましいと考えます。無料低額診療に係る調剤のあり方については、国が責任を持って対

応すべきであり、検討をお願いします。」と要望しています。 

 

２、当面の重点課題 

（１）秋の臨時国会での行動  

①国会前行動 

定例行動 11月２日、16日  第１・３水曜日 

時間   12：15～13：00 

場所   衆議院第２議員会館前 

②独自国会行動 

日時 11月16日(水) 10：30～15：00  10：00～ 入館カード配布 

会場 参議院議員会館Ｂ１０４会議室 

主催 中央社保協、東京社保協 

内容 10：30～ 議員要請出発集会～議員要請 

   12：15～ 定例国会前集会 

   13：30～ 院内集会 

（２）ＴＰＰを批准させない緊急署名の取り組み 

10月23日投開票の東京10区・福岡6区の衆議院補選で自民党系候補が当選したことで、
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「アベノミクス、ＴＰＰなど国民の信を得た」と、ＴＰＰの批准をめぐって自公与党は、

10月中の衆議院通過を狙って10月26日に地方公聴会を開催しようとしています。10月中に

衆議院を通過させれば、参議院での審議内容にかかわらず自然成立に持ち込むことができ

るからです。繰り返される「強行採決」発言やおおさか維新も賛成するから「強行採決」

に当たらないなど 

「ＴＰＰを批准させない！全国共同行動」が呼びかける表記の緊急署名は、10月の資料

配布で地域に送付しましたが、時間がありませんので、常幹前に再度メールで加盟団体・

地域に署名用紙を送付しました。 

（３）安全・安心の医療・介護を実現する大運動  

１）介護改善の取り組み 

①緊急「介護保険制度の見直しに対する請願署名」の取り組み 

 政府は、2017年４月に介護職員の処遇改善を行うとしていますが、全職種平均給与と

月額10万円格差があると言われている介護従事者の改善を数千円程度に抑えようとしてま

す。また、来年通常国会に向けて、介護保険制度の改悪案の準備をすすめています。介護

従事者の大幅な処遇改善と介護保険制度改悪法案をつくらせないための緊急署名に取り組

んでいます。12月末までの集約となります。 

②自治体への意見書採択の取り組み 資料：34 

厚労省は、福祉用具貸与を原則利用者負担にするなど、介護保険外し、利用者負担の計

画をすすめていますが、多くの国民、事業者などから批判や不安の声が上がり、当面は、

原則利用者負担を断念したと報道されていますが、2018年度の診療報酬・介護報酬の同時

改定を見据えて、「当面断念」でなく、キッパリあきらめさせる必要があります。また、

来年夏には都議選もありますので、年度末までの議会で意見書採択に向けた取り組みを強

めます。 

③介護・認知症無料なんでも電話相談  資料：35 

日時 11月11日(金) 10：00～18：00 

電話 フリーダイヤル 0120-380110 

主催 中央社保協、認知症の人と家族の会 

   ※東京社保協・介護をよくする東京の会は中央の取り組みに集中します。 

   ※福岡、宮崎、兵庫、千葉、長野県社保協が同時開催 

④介護に「笑顔」と「希望」を－介護保険の改悪を許さない全国学習交流会 

日時 11月6日(日) 12：00～ 交流集会 於：BIZ新宿１階多目的ホール 資料：36 

          16：00～ 宣伝行動 於：新宿東口前アクション 

⑤介護保険料の差押え等の実態調査 

保険料滞納による利用料３割負担や10割負担、差押えの実態調査を行います。 

２）国保制度改善に向けて 

①都道府県が国保の財政運営の主体になるにあたっての東京都への意見書採択 

2018年度より、国保の運営主体に都道府県が加わり、国保の財政運営に責任を持つこと
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になります。現在、厚労省の作成したシステムの試運転をするなど、準備がすすめられて

いますが、東京都が区市町村に対して、標準収納率、標準保険料率を提示することになっ

た場合、国保加入者（世帯）の実情をつかみ、「高すぎて払えない」国保料(税)ではな

く、低所得世帯や子育て世帯に対する配慮、地域に応じたきめ細かな独自給付の実態を十

分考慮したとすることが求められます。 

2018年度実施ですので、2017年秋までには区市町村に対して、標準収納率、標準保険料

率が示されることが予測されますので、今年度から来年都議選前までに、区市町村での意

見書採択運動を各地域で取組みましょう。  資料：37 

②議会での意見書採択と同時に自治体との懇談・要請行動に取り組みます 

議会での意見書採択と同時に、自治体からも声を上げていくためにも、各地域で自治体

との懇談・要請に取り組みます。あわせて、「出前説明会」「住民レクチャー」などを地域

の町会や商店会、患者団体などと協力して開くように取り組みをすすめましょう。 

③2016年国保に関する自治体アンケートの実施 

今年7回目になり「自治体アンケート」を実施します。 

④国保・医療なんでも無料電話相談会（仮称） 

国保料(税)、介護保険料、国民年金保険料などの差押えが急増しています。 

社保協調査の国保料(税)の差押えは、2014年度は23区で9,014件（前年度比2,270件

増）・35億3927万円（同7380万円増）、23市（武蔵野、三鷹、狛江除く）で10,361件（同

975件増）・32億9249万円（同2708万円増）にもおよびます。大田区では、滞納者に対する

“脅し”とも取れる発行者不明のチラシが督促状に同封されるなどの事態が起きていま

す。 資料:38 

介護保険料の差押えは、詳細は不明ですが、厚労省発表で65歳以上の高齢者の方だけで

2014年度1万件を超えています。国民年金保険料の差押えは、年金機構による「国民年金

保険料の強制徴収の取組強化」によると東京で2013年度2,233件が2014年度3,353件と

1,120件増（1.5倍）になっています。また、窓口負担・介護利用者負担増や受診抑制など

深刻な事態が進行しています。 

中央社保協は、12月に滞納・差押問題を中心とした電話相談会の実施を提起していま

す。東京では、これまで２回の電話相談会を開催してきましたので、今までの枠組みを基

本にして、準備をすすめ2017年２月下旬を目途に電話相談会を実施します。 

《過去２回の電話相談会》 

第１回 2011年9月18日(日) 国保なんでも電話相談会 相談５件 支出96,750円 

     参加団体：社保協、自由法曹団、東京土建、東商連、民医連、都生連、自治

労連、東京地評  8団体 

第２回 2012年8月26日(日) 国保・医療なんでも電話相談会 相談127件 

 支出12万9789円 

     参加団体：社保協、自由法曹団、東京土建、東商連、民医連、都生連、自治

労連、東京地評、保険医協会、医労連  10団体 

※本日の常幹終了後に、参加できる団体で打ち合わせを行い、11月21日(月)に実行委員

会を結成し、相談会の準備を行うことを確認しました。 
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⑤滞納対策・差押え問題学習交流集会の開催 

これまで、東京で２回開催（2014年3月29日、2016年1月30日）、中央社保協と共催で開

催してきました。参加者からは「定期的に開催してほしい」「具体的な事例を知りたい」

などの感想が寄せられていますし、この間大きな問題になっている「東京都国民健康保険

特別調整交付金」について、実態を知りたいとの声が、様々な会議で聞かれます。そのた

め、東京独自に「滞納処分・差押え問題学習交流集会」を開催します。開催時期について

は、上記の電話相談会開催に合わせて、時期を設定します。 

⑥パンフ「安心できる国保のために」を活用した網の目の学習会を 

中央社保協作成のパンフ「安心できる国保のために」を使って、役員会・幹事会などで

の読み合わせをはじめ学習に活用してください。 

《現在までの普及》10月25日現在 15地域・団体 1,340部 

地域社保協10地域・810部＝板橋社保協50部、葛飾社保協100部、大田社保協100部、北区

社保協50部、港社保協100部、清瀬200部、西多摩社保協50部、西東京社保協50部、八王子

社保協100部、町田社保協10部 

団体5団体・530部＝都生連100部、三多摩健康友の会20部、東京ほくと医療生協200部、三

鷹健康友の会10部、東京自治労連200部、 

⑦子ども国保料（税）軽減制度創設に向けて 

都議会への陳情は否決になりましたが、この問題は2018年度からの国保制度の変更（都

道府県が保険者に加わる）に向けて、何としても実現させていきます。そのため、当面

は、①区市町村での運動を強化し、区市町村の独自制度として創設をめざす、②区市町村

から都と国に対して、制度創設を求める意見書を上げさせる、③都知事に対して、知事会

だけでなく都独自に国に要望させる、取り組みをすすめます。とくに来年夏の都議選前に

地元都議への要請行動に取り組みます。自治体に対する意見書のひな形を作ります。 

⑧特定健診の検査項目調査 

国保加入者を対象に実施している区市町村の特定健診の検査項目について、東京保険医

協会、東京民医連などと協力して調査し、拡充を求めて行きます。 

３）宣伝行動 

①東京社保協・中央社保協共催の宣伝 

11月４日（金）12：00～13：00 ＪＲ巣鴨駅前 

12月14日（水）12：00～13：00 ＪＲ巣鴨駅前 

②各地域社保協では独自の宣伝、または、加盟団体と共同で９の日宣伝や消費税宣伝の時

に合同で計画してください。 

４）2017年通常国会に向けた署名の準備 

中央社保協、全日本民医連、全労連で準備中、11月上旬には請願項目を確定します。東

京は、全国署名の請願項目確定後に東京社保協、東京土建、東京地評で打ち合わせを行

い、合意形成を図り、11月24日の第8回常任幹事会に提案します。 

例年通り、Ａ4版の署名用紙と受取人払いの署名付ハガキチラシを作成します。 
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５）「３人集まれば読み合わせ学習」をスローガンに１万か所学習運動の取り組み   

社会保障改悪の動きは、急ピッチで進められています。地域からの運動のために学習を

強めつつ、運動の構築をすすめることが必要です。学習資料として、民医連、保団連など

からの資料提供を受けながら地域社保協用に加工した学習資料を作成しながら、「読み合

わせ」を中心としてミニ学習を網の目で広げていきましょう。 

① 集約用紙で報告して下さい。 

② 医療・介護改悪の全般情勢…全日本民医連パンフ「立ち上がろう。決めるのは私た

ちだから」を一定部数提供を受け、地域社保協に送付します。 

③ 医療…保団連作成の学習討議資料「2017年医療・介護の大改悪がやってくる」を加

工して地域社保協学習会資料として地域に送付します。 

④ 介護…Ａ４版２ページ程度の学習チラシを作成します。 

６）安全・安心の医療・介護を実現する大運動全国交流集会 

日時 12月８日（木） 10：30開場 開会11：00～16：30 

会場 衆議院第２議員会館多目的会議室（予定） 

内容 学習講演（講師依頼中） 

   大運動の全国の取り組み交流 

（４）「年金カット法案撤回」に向けた取り組み 

衆議院で審議入りした「年金受給資格取得期間短縮法案」成立後、「年金カット法案」

の早期審議入りを政府・与党が狙っています。 

この「年金カット法案」は、物価が上がっても賃金が下がれば年金額を引き下げるな

ど、老後を支える年金の安心を揺るがす大改悪法案です。 

公的年金の受給額は、物価と現役労働者の賃金水準にもとづいて決める仕組みです。そ

のため、物価が上がってもそれに見合って年金は上がりません。物価が上がっても、賃金

の上げ幅が小さければ賃金の方に合わせて年金額が決まりますが、物価が上がって賃金が

マイナスの場合も年金支給額そのものの引き下げはしませんでした。 

しかし、今度の法案は、①物価は上がっても賃金がさがる、②物価下落以上に賃金が下

がった、場合、賃金下落に合わせて年金を下げる、というものです。 

また、物価が上がっても年金額を抑える仕組みの「マクロ経済スライド」をさらに強化

し、ある年に年金額を引き下げられなかった場合翌年以降に繰り越して引き下げができる

ようにしようとするものです。 

安倍自公政権は、アベノミクスによって物価も上がるが、賃金はそれ以上に上がるので

なにも問題はないとごまかしていますが、日本の経済が疲弊している事はだれの目にも明

らかです。ごまかしにごまかしを重ねて、国民生活をさらに窮地に追い込む｢年金カット

法案｣は廃案しかありません。まずは、法案の審議入りをさせないための取り組みを強め

ます。 

①国会前座り込み 

日時 11月18日(金)  
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場所 衆議院第2議員会館前 

行動 12：00～13：00 座り込み行動 

   13：30～16：00 議員要請（衆議院第1議員会館多目的ホール） 

主催 全日本年金者組合 

②関係部署・議員への要請ファックス 

現在、全日本年金者組合、全労連、中央社保協で文案を作成しています。でき次第、事

務連絡でお知らせしますので、ファックス要請行動に取り組みます。 

(5)兵庫生存権裁判への支援、新たな違憲裁判支援の全国アクション 

①兵庫生存権裁判での最高裁判所への要請行動と署名の協力  資料：39～40 

最高裁判所要請行動 日時 11月7日（月）10：00～11：00 

          場所 最高裁判所西門前 

※最高裁判所への要請署名 11月７日の最高裁判所要請行動時に提出します。 

②「いのちのとりで裁判全国アクション」設立記念イベント  資料：41 

上記、最高裁判所要請行動後に、「いのちのとりで裁判全国アクション」設立総会を開

催し、設立記念イベントとして集会を開催します。「全国アクション」への参加は、現時

点では保留しますが、記念イベントには積極的に参加してください。 

日時 11月7日（月）13：30～16：00 

会場 衆議院第1議員会館大会議室 

(6)都議会第４回定例会開会日行動  

開会日 12月１日（木） 

昼集会 12：15～12：45 都庁第１庁舎前歩道 

             ※社保協ののぼりを持って参加してください。 

都知事要請 昼集会の前後で要請行動を行います。 

       ※要請書案は第３回定例会時に提出したものです。11月20日までに加筆

訂正して寺川まで送信してください。 

       ※要請時間・集合時間は第8回常幹（11月24日）までに確定します。 

（７）当面の集会・学習会など（会場アクセス等はチラシ参照） 

１）地域医療を守る運動全国交流集会  資料：42～43 

日時 11月23日（水・祝）10：00～16：30 

会場 東京ビッグサイトＴＦＴホール 

２）オスプレイを東京・横田基地に配備させない11.23大集会  資料：44～45 

日時 11月23日（水・祝）13：30～ 

会場 福生市・多摩川中央公園 
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３）マイナンバー学習集会  資料：46 

日時 11月25日（金）18：30～20:30 

会場 けんせつプラザ東京 

内容 「社会保障解体とマイナンバー、ＴＰＰで私たちの暮しはどうなる!?」 

講師 芝田英昭立教大学教授 

４）これでいいのか2020東京オリンピック（第11回東京自治研プレ企画） 資料：47 

日時 11月19日（土）13：30～ 

会場 エデュカス東京７階会議室 

５）2016年東京母親大会 チラシ別紙 

 日時 12月10日（土）９：50～16：20 

 会場 板橋区成増アクトホール 

 内容 チラシ参照 

 参加協力券 午前・午後 各1,500円 

６）第11回東京地方自治研究集会 資料：48～49 

日時 12月11日（日）9：30～16：30 

会場 明治大学リバティタワー 

内容 午前 記念講演「安倍改憲政権の新段階と対抗する運動の展望」 

       講師  渡辺治一橋大学名誉教授 

   午後 分科会 

参加費 無料  

 

３、要請事項、その他 

（１）加盟団体からの署名の要請  

①「生活保護費過支給「返還」処分取り消しの判決をもとめます」署名 資料：50～53 

②都営住宅の新規建設を求める要請署名 資料：54 

以上、都生連からの要請 

③大気汚染によるぜん息等の患者の医療費助成を求める署名  資料：55～56 

（東京公害患者と家族の会） 

 ④多摩同胞会不当懲戒処分・パワハラ裁判、公正な判決を求める要請署名 別紙 

                     （福祉保育労東京地本） 

（２）学習会講師、総会あいさつなど 

①11月４日(金)14：00～ 町田・国保医療をよくする市民の会学習会…相川 

②11月５日(土)13：30～ こまえ社保協第４回総会…寺川 

③11月５日(土)13：30～ 横浜市地域から介護をよくするネットワーク…相川 
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④11月６日(日)10：00～ 都生連第54回大会…寺川 

⑤11月７日(月)10：00～ 東京土建独自国会行動学習会…寺川 

⑥11月11日(金)15：00～ 東京都退職者連絡会総会…寺川 

⑦11月12日(土)10：00～ 西東京社保協幹事会学習会…相川 

⑧11月17日(木)19：00～ 練馬民商マイナンバー学習会…寺川 

⑨11月24日(木)18：30～ 品川社保協総会・学習会…寺川 

⑩11月26日(土)13：30～ 八王子社保協「国保」学習会…寺川 

⑪11月27日(日)13：30～ 西練馬日本共産党後援会学習会…寺川 

⑫11月29日(火)14：00～ こまえ社保協医療介護大運動学習会…寺川 

⑬11月30日(水)11：00～ 都庁職養育院支部第80回大会…メッセージ 

⑭12月17日(土)13：30～ 何よりも人と自然を大切にする練馬区をめざす集会…相川 

（３）当面の日程（現在決まっている日程・予定含む、都合で変更もあります） 

10月 

３１日(月)10：00～ 都民生活要求大行動実行委員会第４回実行委員会 

     14：30～ 第11回東京地方自治研究集会第6回地評報告起草委員会 

11月 

 １日(火)18：30～ 立川事件調査団 

２日(水)12：15～ 国会行動 

13：00～ 中央社保協専門部会 

４日(金)12：00～ 安全・安心の医療・介護大運動巣鴨駅前宣伝 

14：00～ 町田・国保医療をよくする市民の会学習会 

 ５日(土)13：00～ 中央社保協「国保都道府県単位化対策会議」 

13：30～ こまえ社保協第４回総会 

13：30～ 横浜市地域から介護をよくするネットワーク 

６日(日)10：00～ 都生連第54回大会 

    12：00～ 介護保険の改悪を許さない全国学習交流集会 

 ７日(月)10：00～ 東京土建独自国会行動学習会 

     10：00～ 兵庫生存権裁判最高裁判所要請行動 

     11：30～ いのちのとりで裁判、全国アクション（仮称）設立総会 

     13：30～ いのちのとりで裁判、全国アクション（仮称）記念集会 

     13：30～ オリパラ都民の会第34回運営委員会 

１０日(木)10：30～ 介護をよくする東京の会事務局会議 

１１日(金)10：00～ 介護・認知症なんでも電話相談 

     15：00～ 東京退職者の会連絡会総会 

     18：30～ 新生存権裁判打合せ 

１２日(土)10：00～ 西東京社保協幹事会学習会 

１４日(月)09：30～ 都民生活要求大行動実行委員会対都要請行動 

１５日(火)12：00～ 消費税廃止東京各界連大塚駅前宣伝 
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13：45～ 消費税廃止東京各界連事務局会議 

１６日(水)10：30～ 東京社保協独自国会行動（中央社保協共催） 

     12：15～ 国会行動 

     18：30～ 第11回東京地方自治研集会第6回実行委員会 

１７日(木)19：00～ 練馬民商マイナンバー学習会 

１８日(金)12：00～ ｢年金カット法案撤回｣国会前座り込み 

14：00～ 都民連第３回世話人会 

１９日(土)13：30～ オリンピック提言討論会（第11回東京自治研プレ企画） 

２１日(月)10：30～ 国保・医療なんでも無料電話相談会（仮称）実行委員会 

２３日(祝)10：00～ 地域医療を守る運動全国交流集会 

     13：30～ オスプレイを東京・横田基地に配備させない11.23大集会 

２４日(木)13：30～ 東京社保協第８回常任幹事会 

18：30～ 品川社保協総会・学習会 

２５日(金)18：30～ マイナンバー学習会 

２６日(土)13：30～ 八王子社保協「国保」学習会 

２７日(日)13：30～ 西練馬日本共産党後援会学習会 

２９日(火)14：00～ こまえ社保協医療介護大運動学習会 

12月 

 １日(木)12：15～ 都議会第４回定例会開会日行動昼集会 

     18：30～ 中央社保協第４回代表委員会 

２日(金)10：00～ 都民生活要求大行動第５回実行委員会 

７日(水)10：00～ 生存権裁判を支援する全国連絡会代表委員会 

13：00～ 中央社保協第３回運営委員会 

  ８日(木)11：00～ 中央社保協・安全・安心の医療・介護大運動全国交流集会 

１０日(土)09：50～ 2016年東京母親大会 

１１日(日)09：30～ 第11回東京地方自治研究集会 

１４日(水)12：00～ 安全・安心の医療・介護大運動巣鴨駅前宣伝 

     18：30～ 第11回東京地方自治研究集会第7回実行委員会（総括） 

１４日～１６日（水～金） 都老協厚労省前座り込み 

１７日(土)13：00～ 何よりも人と自然を大切にする練馬区をめざす区民集会 

２０日(火)18：00～ 立川事件調査団 

２２日(木)13：30～ 東京社保協第９回常任幹事会 

２５日～２６日（日・月） 中央社保協関東甲ブロック事務局長会議 

2017年１月 

１１日(水)13：00～ 中央社保協第４回運営委員会 

２４日(火)13：30～ 生存権裁判を支える東京連絡会第１回幹事会 

２６日(木)13：30～ 東京社保協第10回常任幹事会 


